
別紙２

１　新規立地企業及び経営拡大企業　（電力量料金単価を10％低減）

供給対象箇所における業種等の条件（※１） 具体的な条件　（いずれかの条件を満たすこと。） 低圧受電 高圧受電 特別高圧受電

・新たな事業所の設置（山梨県内における事業所の移転を除き、製造業を創
業（第二創業）する場合を含む。）
※2021年4月1日以降の設置を対象とする。

（新規立地企業）
１１０

（経営拡大企業）
２１１

・売上高の１０％以上又は１億円以上の設備投資
※設備投資額は、2019年4月1日以降の累積とするが、2021年4月1日以降の
設備投資も必ず含まれること。

２１２

・新たな事業所の設置（山梨県内における事業所の移転を除く。）
※2021年4月1日以降の設置を対象とする。

（新規立地企業）
１２０

（経営拡大企業）
２２１

・売上高の１０％以上又は１億円以上の事業拡大
※事業拡大費用は、2019年4月1日以降の累積とするが、2021年4月1日以降
の事業拡大費用も必ず含まれること。

２２２

　既存の事業所を活用して、製造業を創業（第二創業）する場合（※７）
・１千万円以上の設備投資
※2021年4月1日以降の創業を対象とする。 × ○ ○ ２３１

・新たな事業所の設置（山梨県内における事業所の移転を除く。）
※2019年4月1日以降に承認を受け、2021年4月1日以降の設置を対象とする。

（新規立地企業）
１４０

（経営拡大企業）
２４１

・売上高の１０％以上又は１千万円以上の設備投資
※2019年4月1日以降に承認を受け、2021年4月1日以降の設備投資も必ず含
まれること。

２４２

・新たに共同出荷施設を設置し、モモの光センサー選果機を導入
※2021年4月1日以降の設置を対象とする。

（新規立地企業）
１５０

（経営拡大企業）
２５１

・モモの光センサー選果機を新設又は増設
※2021年4月1日以降の新設又は増設を対象とする。

２５２

・新たに生産施設を設置して陸上養殖事業を実施
※2021年4月1日以降の実施を対象とする。

（新規立地企業）
１６０

（経営拡大企業）
２６１

・既存の施設を活用して陸上養殖事業を実施
※2021年4月1日以降の実施を対象とする。

２６２

・旅館・ホテル等の新築
※2021年4月1日以降の新築を対象とする。

（新規立地企業）
１７０

（経営拡大企業）
２７１

・旅館・ホテル等の増改築（延べ床面積が１０％以上増加又は売上高の　　　１
０％以上若しくは５千万円以上の設備投資）
※各条件の対象は、2019年4月1日以降の累積とするが、2021年4月1日以降
の実施分も必ず含まれること。

２７２

・新たな事業所の設置（山梨県内における事業所の移転を除く。）
※2021年4月1日以降の設置を対象とする。

（新規立地企業）
１８０

（経営拡大企業）
２８１

・売上高の１０％以上又は１千万円以上の設備投資
※設備投資額は、2019年4月1日以降の累積とするが、2021年4月1日以降の
設備投資も必ず含まれること。

２８２

２　既存企業　（電力量料金単価を５％低減）

低圧受電 高圧受電 特別高圧受電

製造業 × ○ × ３１０

× ○ × ３２０

物流業（※４） × ○ × ３４０

旅館・ホテル業（※９） × ○ × ３５０

小売業 × ○ × ４１０

飲食店（※11） × ○ × ４２０

生活関連サービス業（※12） × ○ × ４３０

病院・介護施設（※13） × ○ × ４４０

その他（※14） × ○ × ４５０

※12　「生活関連サービス業」とは、日本標準産業分類の中分類「洗濯・理容・美容・浴場業」に分類され、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の規制を受けないものをいう。　

※13　「病院・介護施設」とは、日本標準産業分類の中分類「医療業」「介護事業」に分類され、国及び地方公共団体等の公共法人は除く。

※14　その他とは、日本標準産業分類の中分類「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業」「その他の修理業」をいう。

※15　新たな事業所を賃借により設置する場合は、個別に協議すること。

供　　　　給　　　　要　　　　件

　山梨県産業集積促進助成金の対象業種であること。

　　【対象業種】
　　・製造業
　　・試験研究所（※２）
　　・バイオテクノロジー利用産業（※３）
　　・物流業（※４）
　　・データセンター
　　・情報サービス業
　　・インターネット付随サービス業
　　・デジタルコンテンツ制作事業（※５）

　「経営革新計画」の承認を受けた場合（※８）

　新築・増改築を行う旅館・ホテル業（※９）

　やまなし陸上養殖協議会の特産品開発グループが養殖を行う生産施設

　モモの光センサー選果機を導入する共同出荷施設

「　基　本　プ　ラ　ン　」　供　　給　　要　　件　　　　　（　詳　細　）

供給対象箇所における業種等の条件（※１）

　山梨県産業集積促進助成金の対象となる「本社機能の移転等」であること。
（※６）

× ○ ○

× ○ ○

× ○ ○

×

供給要件の判定（供給要件を満たす場合は○）

供給要件番号

○

農畜産物生産施設（※10）　（ただし、契約種別が「農事用電力」であるものは対象外とする。）

供給要件番号

供　　　　給　　　　要　　　　件 供給要件の判定（供給要件を満たす場合は○）

○

　農畜産物生産施設（※10）
　（ただし、契約種別が「農事用電力」であるものは対象外とする。） × ○ ○

○

○

× ○ ○

×

※10　「農畜産物生産施設等」とは、原則として、日本標準産業分類の中分類「農業」に分類される、植物工場、野菜・花き栽培施設、鶏卵工場等畜産施設等をいう。

※11　「飲食店」とは、日本標準産業分類の中分類「飲食店」に分類され、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の規制を受けないものをいう。

※１　「業種」は、この供給要件（詳細）に特段の定めがある場合を除き、日本標準産業分類によるものとするが、以下について留意のこと。

　　・中分類の各業種では、その事業所が、「主として管理事務を行う本社等」「その他の管理、補助的経済活動を行う事業所」も同業種に含むこととしている。

　　・大分類「製造業」では、「自ら製造した製品を店舗によりその場で個人又は家庭用消費者へ販売するいわゆる製造小売業は製造業とせず小売業に分類される」としているが、あくまで製造が中心である場合は、「製造業」として扱う
　　　こととする。この場合は、根拠となる資料を提出すること。

※２　「試験研究所」とは、自然科学に関する基礎研究、応用研究又は開発研究を行う施設で、日本標準産業分類に掲げる学術・開発研究機関のうち自然科学研究所に分類され、かつ、独立した施設と認められるものをいう。

※３　「バイオテクノロジー利用産業」とは、生物の持つ働きを利用し、人間の生活に役立たせる技術を利用する産業をいう。

※９　「旅館・ホテル業」とは、日本標準産業分類の中分類「宿泊業」に分類され、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）の適用を受けるもののうち、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の規制を受
　　　　けないものをいう。

※４　「物流業」とは、商品の輸送・保管・包装などの事業をいい、日本標準産業分類に掲げる道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び卸売業をいう。

※５　「デジタルコンテンツ制作事業」とは、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成１６年法律第８１号）第２条第１項に規定するもののうち、デジタル形式のものを制作する事業をいう。

※６　地域再生法（平成１７年法律第２４号）に基づく「地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」について山梨県知事の認定を受けた者が、当該計画に基づく本社オフィス、研究・研修施設等を県内に設置又は拡充する場合に対象とする。

※７　既存の事業所を活用して製造業を創業（第二創業）する場合は、個別に協議すること。

※８　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１８号）に基づく経営革新計画について、山梨県知事等から承認を受けたものを対象とする。
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